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第５章 （公財）にいがた産業創造機構の概要 

 

 

「（公財）にいがた産業創造機構（ＮＩＣＯ）」は、平成 15 年４月の開設以来、県経済の発展と活

性化の一翼を担うべく、新分野にチャレンジする企業や経営の改善強化に取り組む企業、独創的なア

イデアで創業しようとする個人等を支援し、創業や新分野進出企業の輩出に貢献してきました。 

 県内経済は持ち直しの動きが続いているものの、原材料価格等の上昇により物価の高騰が続いてお

り、個人消費や企業活動に及ぼす影響が長期化するなど、依然として厳しい状況にあります。 

ＮＩＣＯは、ＤＸの推進や生産年齢人口の減少による労働力不足など、社会情勢や企業ニーズに応じ

た支援を行うとともに、原材料価格等の上昇や変化する市場ニーズ等に対応し、本県の成長・発展に向

けた支援に取り組みます。 

 

 

１ 県内産業の高付加価値化に向けたトップランナーを創出・育成するとともに、技術力・研究開発力  

 の向上等による成長を促進します。 

・ 原材料価格等の上昇や加速する温暖化への対策など、経済社会活動の変化に対応しつつ、研究開

発の支援や起業・創業の推進などにより、高い利益、付加価値を生み出す新規ビジネスモデルの創

出を促進し、県内産業の高付加価値化や持続的発展につなげます。 

 

２ 国内外の市場ニーズに対応した商品の企画・開発や、市場への投入・定着を推進します。 

・ 変化する市場ニーズに的確に対応し、国内外の消費者や企業から選ばれる商品の開発・改良及び

市場投入・定着にチャレンジする、意欲ある県内企業の取組を支援することで、県内企業の高付加

価値化を促進します。 

 

３ ＤＸによる生産性向上や新たな価値創出の促進を図ります。 

・ ＤＸの急速な進展や生成ＡＩの普及により、様々なビジネスにおいて大きな変革がもたらされて

いる中、本県においても産業の変革につなげるため、デジタル技術・データを最大限活用した業務の

効率化、省力化や企業の高付加価値化に向けた取組を支援します。 

 

４ 県内企業に信頼される支援体制の充実・強化と効果的な情報受発信を実施します。 

・ 社会の変化や企業ニーズに応じた的確な支援を行い、ＮＩＣＯが県内企業にとって身近で信頼さ

れる組織となるために、総合コンサルティング機能の強化など組織の支援体制の充実・強化を図る

とともに、効果的な情報受発信を実施します。 
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主な事業の内容、事業計画の概要等は、以下のとおりです 

【主な事業の内容】 

＜起業・創業支援＞ 

 ○ベンチャー企業創出事業 

新規性・革新性のあるビジネスモデルを有する創業者に必要な経費の一部を助成 

○にいがた女性活躍起業応援事業 

県内女性の起業・創業意識の醸成や女性起業家の創出・拡大を図るため、女性視点に立った起業セ

ミナーや実践的な起業講座、フォローアップ相談会等を実施 

＜次世代産業の創出支援＞ 

○次世代産業チャレンジ研究会事業 

テーマ別の研究会を設置し、５～10 年後の産業創造に向けた新たなチャレンジを支援 

＜新分野進出・新商品開発支援＞ 

 ○トップランナー挑戦支援事業 

新規性の高い技術等の研究開発や独自の技術・アイデア等で従来にはない画期的な製品やサービス

の開発などにより、高付加価値化を図る取組に対して、調査段階から試作開発までを一貫して支援 

○生活関連産業マーケティング支援事業 

デザインコンペティションによる商品評価に加え、新潟発のブランド構築に向け、商品開発から市

場開拓までを支援 

＜国内外の販路開拓＞ 

 ○海外市場定着化支援事業 

日本産食品への理解度が高く市場の伸びが見込まれるオーストラリアを対象に、企業や商材の市場

定着までを段階的に支援 

 ○大手小売業と連携販路拡大事業 

県産品の情報発信と販路拡大を図るため、発信力と編集力のある大手小売店と連携しながら商材の

発掘を行い、国内外店舗でのポップアップイベント等を実施 

 ○食品産業マーケティング支援事業 

首都圏等の大消費地における県内食品産業の市場拡大を図るため、「商品開発・マーケティング・ 

販路開拓」について総合的に支援 

＜企業のＤＸ推進＞ 

○ＤＸトップランナー創出事業 

狭義のＤＸ（デジタル技術を活用した製品やサービス、ビジネスモデルの変革や、企業文化・組織

風土の改革）を推進できる企業を探索、発掘して重点支援を行うことで、ＤＸのトップランナーを創

出 

○ＤＸ総合相談体制整備事業 

ＤＸコンシェルジュを設置し、デジタル導入に向けた課題整理やＩＴ企業とのマッチングを支援 

＜支援体制の充実・強化＞ 

○専門家派遣事業 

エネルギー価格・物価高騰等の影響を受けている県内事業者に対し、専門家を派遣し適切な指導助

言を行うことで、様々な経営課題の解決を支援 
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Ⅰ 事業計画の概要                                                                        

 1 高付加価値化に向けたトップランナーの創出、研究開発力等の向上  

（1）起業・創業の支援 

起業に向けた意識醸成、独創的な技術・アイデア等を活かした起業支援、成長期に必要とな

る人材確保等に対する支援を行う。 

●ベンチャー企業創出事業(創業・経営革新総合支援事業)  

●創業事業計画ブラッシュアップ支援事業（創業・経営革新総合支援事業)  

●起業チャレンジ応援事業 

●Ｕ・Ｉターン創業応援事業 

●にいがたスタートアップ推進事業 

●にいがた女性活躍起業応援事業 

 

（2）トップランナー、次世代産業の創出支援  

新規性の高い技術等の研究開発、画期的な製品やサービスの開発などにより高付加価値化を

図る取組等への助成や、研究会等の活動を通じて、県内企業の技術の高度化を支援し、高度な

技術に根ざした新事業や次代をリードするトップランナー企業の創出を図る。 

●トップランナー挑戦支援事業(創業・経営革新総合支援事業) 

●産学連携促進事業(創業・経営革新総合支援事業)  

●次世代産業チャレンジ研究会事業（創業・経営革新総合支援事業） 

●成長型中小企業等研究開発支援事業 

 

（3）経営革新や経営課題解決の支援 

県内中小企業が経営の向上を目指して取り組む経営革新計画の策定や設備の導入を支援する。 

●設備貸与事業 

 

（4）企業の成長促進及び人材の確保・育成 

地域経済の牽引が期待される企業への伴走型支援を行うとともに、付加価値の高いモノづく

りに貢献できる産業人材の育成に取り組む。 

●稼ぐ企業創出に向けた伴走型サポート事業 

●モノづくり革新人材群形成事業（創業・経営革新総合支援事業） 

●ＮＡＲＩＣ（インキュベートセンター）管理・運営事業 

 

２ 国内外の市場ニーズに対応した商品の開発、市場定着の推進  

  （1）国内外に向けた商品開発・販路開拓 

変化する市場ニーズに的確に対応し、国内外の消費者や企業から選ばれる商品の開発・改良

及び市場投入・定着にチャレンジする、意欲ある県内企業の取組を支援することで、県内企業

の高付加価値化を促進する。 

●生活関連産業マーケティング支援事業(創業・経営革新総合支援事業)  

●５つ星ホテル向け商品開発事業(創業・経営革新総合支援事業) 
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●大手小売業と連携販路拡大事業（創業・経営革新総合支援事業） 

●取引連携推進事業(創業・経営革新総合支援事業) 

●食品産業マーケティング支援事業(創業・経営革新総合支援事業)  

●県産品販路開拓支援事業(創業・経営革新総合支援事業) 

●海外展開スキルアップ支援事業(創業・経営革新総合支援事業)  

●グローバル市場販路拡大事業(創業・経営革新総合支援事業) 

●海外市場定着化支援事業(創業・経営革新総合支援事業) 

●海外展開加速化支援事業 

●海外展開トライアルサポート事業 

●中小企業等海外出願支援事業 

●首都圏販路開拓支援事業（首都圏情報発信拠点運営費補助金） 

 

 ３ ＤＸによる生産性向上や新たな価値創出の促進  

（1）企業のＤＸ推進 

ＤＸの急速な進展や生成ＡＩの普及に対応するため、デジタル化に取り組む県内企業の裾野 

拡大に向けた相談環境を整備し、デジタル導入への支援などにより、企業の新たな価値創出に 

つながる取組を支援する。 

●ＤＸトップランナー創出事業 

●支援機関連携ＤＸ意識改革事業 

●支援機関連携ＤＸセミナー開催支援事業 

●ＤＸ総合相談体制整備事業 

●ＩＴベンダー企業育成支援事業 

●ＤＸ先端技術活用サービス等開発支援事業 

 

 ４ 県内企業に信頼される支援体制の充実・強化と効果的な情報受発信  

（1）支援体制の充実・強化 

外部専門家、支援機関とのネットワークの充実等を図りながら、企業のニーズに対応した 

支援体制の充実・強化を図る。 

●関係機関連携事業(創業・経営革新総合支援事業)  

●よろず支援拠点事業 

●専門家派遣事業 

●ＮＩＣＯ人材育成事業(創業・経営革新総合支援事業)  

 

（2）効果的な情報受発信  

ホームページ、機関誌、メールマガジン、ＳＮＳ、プレスリリース等の広報媒体などを通じ、  

頑張る企業の姿やＮＩＣＯの支援内容等を効果的に発信するとともに、会員組織の活動を通じて           

ＮＩＣＯの更なる活用を図る。 

●情報受発信事業(創業・経営革新総合支援事業) 

    ●ＮＩＣＯクラブ運営事業 
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（3）企業再生支援 

企業再生に関する専門家が、中小企業からの相談対応や助言、再生計画の策定支援など、中小   

企業が取り組む事業再生を支援する。また、税理士や弁護士、公認会計士等からなる認定支援機 

関による中小企業者・小規模事業者の経営改善計画策定を支援し、経営改善を促進する。さら 

に、国事業を活用し相談体制と支援機関のネットワーク強化を図りながら、商工団体と連携の 

上、事業承継計画の策定を支援し、県内企業の円滑な事業承継の取組を促進する。 

●中小企業再生支援事業 

●経営改善計画策定支援事業 

●事業承継総合支援事業 

●事業承継支援加速化事業 
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Ⅱ 組織体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主 な 業 務 内 容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 企画・総務グループ 

 

 

 ・企画・調整 

 ・人事・予算・経理 

 ・広報 

 ・事業計画、中期目標及び事業評価 

マーケティング支援グ 

ループ 

 

 ・市場拡大・マーケティング支援 

 ・国際ビジネス支援 

 ・県産品の販路拡大支援 

 ・県産品の普及・宣伝 

 

 

銀座・新潟情報館 

THE NIIGATA 

・首都圏での県産品の販路拡大 

・首都圏における県産品の展示・販売 

 産業創造グループ 

 

 

・創業支援 

・技術開発、新製品開発、新事業展開等への支援 

・小規模企業等設備貸与 

・中核企業等成長促進 

・取引推進支援 

・デジタル化支援、ＤＸ推進 

・産学連携・成長型研究開発等の支援 

ＮＩＣＯテクノプラザ 

 

 

・製造業における人材育成支援 

・ナノテク研究センターの管理・運営 

 ・ＮＡＲＩＣの管理・運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ　令和８年度当初予算

　　　　※産業労働部の関連予算

（単位：千円）

R7当初予算
(R6.2月冒頭含む)

R8当初予算
(R7.2月冒頭含む)

 にいがた産業創造機構推進費 968,407 958,809

（１）　運営費 509,697 524,460

（２）　事業費 458,710 434,349

ア 創業・経営革新総合支援事業 161,422 145,050

イ 首都圏情報発信拠点運営費等補助金 147,960 147,960

ウ 海外展開加速化支援事業 83,006 73,600

エ 海外展開トライアルサポート事業 6,500 3,000

オ にいがた女性活躍起業応援事業 4,300 6,000

カ 専門家派遣事業 55,522 58,739

 中国見本市出展支援 712 712

 防災産業クラスター形成事業 1,220 (2)アに統合

 起業チャレンジ応援事業 12,000 11,650

 Ｕ・Ｉターン創業応援事業 9,000 9,350

5,200 5,000

 事業承継支援加速化事業 26,000 26,000

 ＤＸ関連事業 37,466 22,107

 ナノテク研究開発支援事業 4,151 3,943

 委託事業 1,247 1,241

 設備貸与事業 250,000 190,000

1,315,403 1,228,812

【参考】 にいがた産業創造機構推進費のうち「創業・経営革新総合支援事業」の内訳

合　　　　　　　　計

区　　　　　　　　分

 にいがたスタートアップ推進事業

※3

事業区分 事業の概要 事業費

（1）支援体制整備
  ワンストップで対応する総合相談窓口や各支援機関との連携等により、相談
案件の発掘や、有望案件に対する助言指導等を行う。

21,295

（2）ビジネス情報提供 　ホームページ、ＳＮＳ等によるビジネス、支援情報の受発信を行う。 10,498

（3）戦略的産業人材育成
　機械・装置の開発設計者を対象とした人材育成を行い、企業の人材基盤の強化
と人的ネットワークの確立を図る。

3,695

（4）創業・企画開発支援
  起業家に対し、ビジネスプランや市場動向に関する助言指導や、起業等に要
する経費の一部に対する助成を行う。

3,079

（5）市場拡大・事業化支援
  新商品開発、新事業展開に取り組む企業に対して、企画、開発、販売の各段階
におけるマーケティング活動を支援する。

84,948

（6）取引連携支援
　取引のあっせん、受発注情報の収集・提供、苦情紛争処理等の支援のほか、
技術提案力向上のための助言指導を行う。

9,423

（7）産学連携促進
　大学と企業のマッチングや共同研究のコーディネートを通し、コンソーシア
ムの形成を促進することにより産学連携を総合的に支援する。

6,521

（8）企業のＤＸ推進
デジタル要素を付加した新製品・新サービスの開発を促進し、企業の新たな価
値創出に向けた取組を支援する。

5,591

145,050合計
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